（仮称）障害者総合福祉法制定に対する国への意見書提出を求める陳情

陳情趣旨

  （仮称）障害者総合福祉法の制定にあたり、内閣府に設置された障がい者制度改革推進会議総合福祉部会においてまとめられた骨格提言を最大限に尊重するよう、東大和市として国に意見書を提出してください。
陳情理由

この度、国では「障害者自立支援法」に替わる「（仮称）障害者総合福祉法」の制定に向けて、大きく動いています。これは、2006年に国連で採択された「障害者権利条約」批准に向けて、国内法を整備するために進められている３大改革のひとつです（あと２つは障害者基本法の改正【今年度実施済み】と、障害者差別禁止法の制定【再来年度実施予定】）。この改革については、内閣府の中に「障がい者制度改革推進会議」が設置され、委員の過半数を障害当事者とその支援団体が占める総合福祉部会により意見書「骨格提言書」がまとめられ、それをもとに担当省が法案作成、国会提出となります。

障害者の人権保障を基本とし、地方自治体に対してはメリットも多く、なにより国際的な「障害者権利条約の批准」への流れに不可欠な内容となっているのですが、国の予算負担が多くなることなどの理由から、推進会議がまとめた骨格提言書に対する国の抵抗勢力は非常に強い状況です。

以上の理由を踏まえ、東大和市からも、下記の点を国に対して要望する意見書を提出していただくよう要望いたします。

（仮称）障害者総合福祉法制定にあたり、

1、 障がい者制度改革推進会議および総合福祉部会が取りまとめた骨格提言の内容を最大限に尊重し、十分に反映させること。

2、 障害者の地域移行・地域定着が可能となる、質・量ともに充実した施策提供体制を確立させること。

3、 障害者福祉制度を充実させるための地方自治体の財源を、国として保障すること。
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